
（百万円）

分子の構造
年度 H21 H22 H23 H24 H25

857,328 890,524 910,361 949,365 977,993

13,261 11,862 10,884 9,822 8,830

19,467 19,031 19,906 19,333 18,693

- - - - -

158,462 156,545 151,333 146,278 139,466

27,532 26,582 25,818 26,382 26,007

- - - - -

- - - - -
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分析欄 

（8）将来負担比率（分子）の構造（都道府県） 平成25年度 和歌山県 

（百万円） 

 「新行財政改革推進プラン」に基づき職員の定

数削減に取り組んだことで退職手当負担見込額が

６８億円減少したものの、一般会計等に係る地方

債の現在高は臨時財政対策債等の発行増に伴い２

８６億円増加したこと等により、将来負担額は前

年度に比べ１９８億円の増加となった。 

 一方、控除すべき基準財政需要額算入見込額が

２０９億円増えたこと等により、将来負担比率の

分子は前年度に比べて21億円減少した。 

 今後は、退職手当債や行政改革推進債等の発行

により、将来負担は増加していくおそれもあるた

め、事業の効率化・重点化により県債発行を抑制

するなど行財政改革の推進により健全化を図って

いく。 
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